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HPC と高速通信技術の融合による大規模データの拠点間転送技術開発と 

実データを用いたシステム実証試験 

村田 健史（情報通信研究機構）、深沢 圭一郎（京都大学） 

概要 

本研究では 2019 年度までに構築した L3（レイヤ 3）による拠点間ネットワークを

再構築し、JGN と SINET5 のブロードバンドネットワーク性能を最大限に引き出し

つつ、ビッグデータを伝送・共有・保存するための東北から九州までの広域拠点を

L2（レイヤ 2）接続する JHPCN 広域分散クラウドシステムが完成した。さらに TCP

プロトコルと情報通信研究機構が中心となり開発している HpFP プロトコルの基礎

通信性能比較とファイル伝送実験を行った。並行して、分散クラウド上において各

分野のドメイン研究者がビッグデータ処理や可視化を行った。特に、気象衛星ひま

わりデータリアルタイム処理と大規模可視化および地域気象との連携、映像 IoT 技

術を活用した多地点カメラ画像処理による地域見守りおよび時空間データ GIS プラ

ットフォームを活用した大規模分散協調型可視化を行った。 

 
1. 共同研究に関する情報 

(1) 共同研究を実施した拠点名 

東北大学 東京大学 名古屋大学 京都

大学 九州大学  

(2) 共同研究分野 

超大規模データ処理系応用分野 

超大容量ネットワーク技術分野 

超大規模情報システム関連研究分野 

(3) 参加研究者の役割分担 

本研究は、テーマ①を担当するシステ

ム担当者とテーマ②～④を担当するドメ

イン研究者から構成される。①について

は各拠点および非拠点大学のシステム開

発チームメンバーに L2VPN をベースとし

た広域クラウドシステムの構築の協力を

求める。②については拠点リソース（ス

パコン、大規模ストレージ、GPGPU 計算

機、大規模可視化環境）を縦横無尽に利

用して学術成果を挙げる。 

2. 研究の目的と意義 

SINET5 の高速化（および SINET6 への移

行）を背景に、JHPCN 拠点間を接続する広域

分散クラウドへの期待は大きい。一方で、汎

用的に（つまり様々な研究テーマで）利用で

きるクラウドはこれまでに事例がない。そこ

で本研究テーマ（継続案件）では 2020 年度

までに L2（レイヤ 2）による拠点間ネットワ

ーク(図１の JHPCN 広域分散クラウド)を構築

し、スパコンや大規模ストレージによるデー

 

図 1 2020 年度構築の L2VPN 網を用いた学術研究における JHPCN 広域クラウド 2021 システム：赤文字はリソース申請分 
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タ処理環境整備を行ってきた。2021 年度計画

では SINET（一部 JGN）のブロードバンドネ

ットワーク性能を最大限に引き出しつつ、ビ

ッグデータを伝送・共有・保存するための基

礎的な通信性能とファイル転送・ファイル共

有性能の計測を行う。さらに、これらをもと

に JHPCN 広域分散クラウド上において各分野

のドメイン研究者がビッグデータ処理や可視

化を行う。 

3. 当拠点公募型研究として実施した意義 

当拠点公募型共同研究として実施する意義

として、本研究で構築する広域分散クラウド

サービスは 5 つ（東北大・東大・名大・京

大・九大）の JHPCN 拠点大学および国内外大

学の分散リソースを融合することが挙げられ

る。このような大規模な広域分散計算環境の

構築は当拠点公募型共同研究でなくては実現

が難しい。本提案の 5拠点のうち、名大・京

大・九大の 3 拠点は、広域分散クラウド上で

それぞれの特性を生かした役割を果たす。他

の研究機関はこれを一つの統合システムとし

て利用する。 

SINET5 および JGN のブロードバンドネット

ワーク性能を 100％引き出すことができる通

信プロトコルおよびファイル転送ツールによ

り、各研究機関が自らの研究データを目的に

応じて柔軟で快適に利用できる環境は JHPCN

自身の最終目的の一つであろう。一方、この

ような広域分散クラウドはそれ自身の開発だ

けを目的とするべきではない。これまでの単

一クラウド環境では不可能であった学術成果

および社会実証・社会実装を達成することで

価値が評価されるべきである。本課題では地

域気象および AI 画像処理において高い成果

を挙げてきたドメイン研究者が本システム上

でその腕を振るうことでその目標を達成でき

る。そのためのエコシステム（データ収集技

術、データ通信技術、データ処理技術、デー

タ可視化技術、データ保存技術）はこの数年

間の計画で実用レベルでの準備が整ってい

る。 

4. 前年度までに得られた研究成果の概要 

2020 年度は①HpFP プロトコルと L2VPN 網

によるビッグデータ解析のための広域分散ク

ラウド構築と実用性検証（継続）、②気象衛

星ひまわりデータリアルタイム処理と大規模

可視化および地域気象との連携（継続）、③

映像 IoT 技術を活用した多地点カメラ画像処

理による地域見守り（継続）および④時空間

データ GIS プラットフォーム[9]を活用した

大規模分散協調型可視化（新規）の 4 つのテ

ーマを提案した。 

テーマ①では、10Gbps 通信環境（一部、

1Gbps 通信環境）を活用した拠点間データ伝

送・共有を進めた。全 9 拠点のなかで東北

大、名古屋大、九州大、信州大、千葉大を除

く全拠点の VLAN 設定およびジャンボフレー

ムのためのスイッチ設定が完了した。そこで

計測可能な通信路について、高速データ伝送

のための基礎通信性能測定（遅延量とパケッ

トロス率）、バンド幅測定（iperf3 と

hperf）を行った。なお hperf は iperf3 に合

わせて作成した HpFP ベースのネットワーク

環境計測ツールである。これらによると、次

のことが明らかになった。環境整備（ネット

ワークおよびサーバ）が整っている環境の多

くではスループットとして 10Gpbs に近い速

度を達成している。一方、達成できていない

通信環境（たとえば京都大→筑波大）もあ

り、これらについては原因究明と対策検討が

必要である。パケットロスレス環境では TCP

でも十分な高速化を達成しており、HpFP の有

利性はそれほど高くない。する予定である。

なお、基礎通信実験以外の設定および実験実

施状況は次のとおりである。 

京都大には、VM サーバ上に HpFP サーバ環

境を整備し、600TB ストレージへの HpFP プロ

トコルツールによるデータ伝送環境を整備し
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た。NICT からのひまわり衛星データ伝送につ

いては 6 か月で 200TB のデータ伝送を完了し

たが、伝送速度に課題が残った。また、映像

IoT システムからの映像データ（静止画像、

動画像）については、191 台の観測拠点（カ

メラ）からの画像を総計で 98TB（ファイル数

4 千 833 万）伝送した。また、京都大スパコ

ン XC40 への H.264 コーデックおよび ffmpeg

のセットアップに着手した。 

名古屋大においては、HCP サーバをセット

アップし、他拠点の HCP クライアントからの

高速ファイル転送環境整備が完了した。これ

にひまわり衛星に関するデータ（総データサ

イズ 48TB、総データファイル数 850 万）を不

老のホットストレージに転送した。さらに、

これらのファイルをコールドストレージシス

テムに自動保存する仕組みを構築した。 

九州大については、テーマ③の ChOWDER に

よる大規模データ可視化のための基礎環境

（タイルドディスプレイ）整備が完了した。

L2VPN 上の京都大 VM サーバ上に ChOWDER サー

バを起動し、そこに接続した九州大タイルド

ディスプレイで超高解像度コンテンツ表示が

可能なことを確認した。 

信州大は、スムーズな時系列データ可視化

を行う PC を設置し、テーマ②のひまわりゲ

ームを高速に体験することに成功した。 

筑波大では Gfarm 最新版（バージョン

2.7.18）と筑波大開発のコンシステントハッ

シュファイルシステム（CHFS）のセットアッ

プに着手した。 

NICT は独自開発のオープンソース jQuery

である Timeline および TileViewer を用いた

時空間 GIS アプリケーション開発環境を整備

した。また、ビッグデータ利活用のために

HpFP プロトコルをベースとして開発した HCP 

tools の Windows クライアント版を用いたデ

ータファイル実験の準備を進めた。 

テーマ②では、HTML5 の iframe 技術を用い

て、ひまわりリアルタイム Web をベースとし

たひまわり衛星データ関連アプリの開発・公

開を行った。2019 年度より、JHPCN 拠点リソ

ースを活用した「ひまわりリアルタイム

Web」の実用性検証を進めてきた。2019 年 10

月の大型台風 19 号の日本上陸時にはひまわ

りリアルタイム Web に 50 万を超えるアクセ

スがあり、16 コアの Web サーバの負荷が飽和

する事態となった。バックアップ機を千葉大

に用意していたが、台風による停電で全学計

算機が停止した。そこで、大型台風接近時や

突然の停電時にも BCM（BCP）が実現できるこ

とを示すための負荷分散システムを NICT、京

都大学および千葉大学の 3 か所で Web サーバ

を立ち上げ、NICT 無停電電源ルームに負荷分

散装置を設置することで実現した。3 拠点へ

の均等なコネクション分配による負荷テスト

を開始した。 

テーマ③では、3 次元 WebGIS（iTowns）上

に映像 IoT 技術により取得した映像をオーバ

ーレイする技術開発と、iTowns アプリケーシ

ョンをタイルドディスプレイ上に可視化する

ためのミドルウェア（ChOWDER）を用いたシ

ステム開発を進めた。さらに、高所カメラ画

像をステッチングすることでレンズゆがみの

影響を受けにくい超高解像度画像処理技術開

発に着手した。また取得した大規模画像処理

アルゴリズム開発に着手した。大規模可視化

については、VLAN（L2VPN）上で九州大のタ

イルドディスプレイスレーブサーバ群が京都

大 VM サーバ上の ChOWDER サーバにアクセス

してユーザ PC から送出された超高解像度画

像データを大画面表示するための基礎試験を

完了した。 

5. 今年度の研究成果の詳細 

① HpFP プロトコルと L2VPN 網によるビッグデー

タ解析のための広域分散クラウド構築と実用性

検証（継続） 

2021 年度は L2VPN 網の整備がおおむね完了

（図２）したため、2020 年度に引き続き基礎
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通信性能試験を行った。パケットロスについ

てはどの場合も 0 であり、VLAN 環境は良好で

ある。遅延は上り下りでほぼ同一の値を示し

ており、最大は東京大・九州大間の約 18msec

であった。バンド幅計測は、JHPCN 拠点およ

び NICT については良好であり、ほとんどの

環境で 9Gpbs 以上、最低でも 8Gbps を達成し

た。一方で、千葉大学では 3Gbps を下回る場

合もあった。信州大はジャンボフレーム未疎

通のため評価から外した。 

これらの結果から、一部を除いては TCP お

よび UDP ベースの HpFP の両プロトコルで

L2VPN 網のデータ通信性能が十分に高く、拠

点連携基盤は完成したと結論付けた。すなわ

ち、図１の広域分散クラウドのネットワーク

基盤は実用段階に入り、②～④の様々なテー

マにおいて大規模データ・大容量ネットワー

ク利活用を進めるためのファイル伝送・ファ

イル共有の高度化に進む準備が整った。調査

結果は論文投稿の予定であるため、本報告書

ではその概要を述べる。 

ファイル伝送速度の基礎となる各拠点のス

トレージのディスク I/O 性能評価を dd コマ

ンドにより行った（図３）。マウント方式は

拠点によって異なるが、luster では 7Gbps 以

上でありバンド幅と同等であるが、xfs

（SATA）では 3Gbps 以下、sshfs では

1.3Gbps 以下とバンド幅を下回った（図４）。

このため、10GB ファイル転送実験ではディス

ク I/O 速度がボトルネックになる拠点（京都

大、九州大、NICT、千葉大など）と通信速度

がボトルネックになる拠点（東京大、名古屋

大）などに分かれた。また、scp などの暗号

化通信では暗号化によるオーバーヘッドが大

きいことが分かった。 

また、将来の SINET 高速化に備え、HCP 

tools（HpFP）のマルチスレッド化と国際ブ

ロードバンド回線でのデータ伝送実験を

DMC21（Data Mover Challenge）で実施し、

平均で 90Gbps 超のファイル転送速度を達成

（図５）したことで

Most Innovative and 

Best IPv6 

Performance 賞を受

賞した（図６）。 

なお、ストレージ

利用については、京

都大は 1PB のストレ

  
図２ JHPCN 各拠点準備状況 

 
図３ JHPCN 広域分散クラウド通信実験模式図 

 

 

図４ 各拠点のストレージのマウント方式とディスク I/O 速度 

 

 
図５ 国際高速ブロードバンド回線での 100Gbps ファイル転送技

 

図６ Data Mover Challenge

受賞楯 
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ージに、映像 IoT 関連データを 50TB、ひまわ

り数値データを 450TB、ひまわりタイル画像

225TB を保存した。また、九州大学の 2PB の

ストレージにはひまわり関連データを

120TB、日射量関連データを 30TB、映像 IoT

関連データを 20TB、ひまわり数値データを

450TB、ひまわりタイル画像 225TB を保存し

た。 

② 気象衛星ひまわりデータリアルタイム処理と

大規模可視化および地域気象との連携（継続） 

2021 年度は、2020 年度構築の負荷分散シ

ステム（図７）NICT、京都大学、千葉大学の

3 か所から九州大、信州大を加えた 5 か所に

拡張し、同時に安定運用試験を行った。全シ

ステムでデータ処理とデータ保存を行うのは

効率的ではないため、以下のシステム構成と

した。まず、図７には示していないが気象庁

ひまわりクラウドから数値データを取得でき

るのは、気象庁との契約により NICT と千葉

大に限定される。このファイル取得はまれに

通信エラーなどで欠損が生じるため、両者間

で rsync による同期を常時行っている。次

に、ピラミッドタイル画像生成は NICT と千

葉大サーバで行い、両拠点のストレージに保

存する。両大学の Web サーバはそれぞれのス

トレージ上のタイル画像にアクセスする。一

方、京都大学と九州大学では潤沢なストレー

ジが利用できるため、千葉大学のピラミッド

タイルデータをミラーリングする。ミラーリ

ングには HpFP をベースとした hsync ツール

を用いる予定であったが、開発が遅れたため

に rsync を用いた。信州大には大容量ストレ

ージがないため、Web サーバは千葉大学スト

レージをリモート NFS マウントし、タイル画

像にアクセスする。なお、リモートマウント

先は即時変更が可能であるため、例えば千葉

大学の計画停電時は NICT のストレージをリ

モートマウントするなどの柔軟な対応が可能

である。2020 年度は大きな気象現象がなかっ

たが、2021 年度には 2022 年 1 月にトンガで

大規模な海底火山噴火があり、50 万を超える

アクセスがあったが、本負荷分散機能が有効

に機能した。これにより、2021 年度の目標で

あった実用レベルでどのような大型台風時に

も情報をリアルタイム提供できる気象衛星デ

ータ Web の BCP モデルを確立できた。 

なお、2020 年度に作成した HTML5/iframe

によるひまわりリアルタイムベースのゲーム

アプリについては、2021 年度に宮城県仙台市

天文台に設置し、継続的に運用されている

（図８）。 

③ 映像 IoT 技術を活用した多地点カメラ画像処

理による地域見守り（継続） 

映像 IoT プロジェクトでは 2021 年度まで

に、長野県千曲市（14 か所）、北海道情報大

学（2 か所）、筑波山（1か所）、宮城県加美

農業高校（2か所）、宮城県女川町（1か

所）、鳥取県日吉津村（1か所）、富士山周辺

（4 か所）、福岡県北九州市（3 か所）、福岡

県福岡市（1か所）など設置場所を拡大し

た。またその多くで PTZ（パン・チルト・ズ

ーム）制御可能な IP ネットワークカメラを

用いた。すべての画像データを JHPCN 広域分図７ ひまわりリアルタイム負荷分散システム（2021 年度） 

 
図８ 宮城県仙台市天文台設置のひまわりゲーム利用の様子 
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散クラウド上に保存し、九州大学サーバなど

による映像 IoT 技術開発や画像処理を行っ

た。 

これらの成果は採録済み論文や投稿予定論

文で詳細に議論するため、本報告書ではその

一部について概要を示す。図９は市販 PTZ カ

メラの遠隔制御精度を検証したものである。

パン値に対して左右どちらからでも 30 ピク

セル程度の誤差が生じることが分かり、映像

IoT システムのロボット化の課題である。こ

のずれを考慮したうえで PTZ 操作により狙っ

た場所にカメラを向けてズームインするアプ

リケーションを作り、千曲市姨捨公園カメラ

による PTZ 操作実験では良好な結果を得た

（図１０）。 

上記のような屋外設置カメラでは、強風や

取付環境の経年変化による短期・長期の映像

ブレが不可避である。2021 年度には AKAZE 特

徴量を用いた連続画像フレームのブレ補正ア

プリケーションを開発した（図１１）。 

これらの技術の応用として、画像処理技術

開発も進んでいる。図１２は宮城県女川町に

設置した屋外カメラによる国道車両モニタリ

ング Web である。現在の交通量（台数・速

度）を時々刻々と表示しており、近日中に論

文投稿および一般公開する予定である。ま

た、図１３は宮城県加美農業高校の牛舎に設

置した映像 IoT システムによるモニタリング

Web であり、10 分おきに 30 秒の動画像を閲

覧できる。たとえば普段は出産前後の母牛の

様子を見ることは難しい（出産時が分からな

いため）がこれにより振る舞いの違いを生徒

が学習できるようになった。また画像処理と

しても、出産時の目の動きを

  
図９ 市販 PTZ カメラの制御精度検証：パン値に対して左右どち

らからでも 30 ピクセル程度の誤差が生じる[1] 

 

図１０ 千曲市姨捨公園カメラによる PTZ 操作実験（黄色丸が目

標位置、赤丸が中央）[1] 

図１１ AKAZE 特徴量を用いたブレ補正技術[2]：（上図）ブレ補

正なし、（下図）ブレ補正あり 

 

 
図１２ 宮城県女川町車両モニタリング Web：（上図）リアルタイ

ム画像、（下左図）現在交通量（速度・台数）、（下右図）24 時間

交通量（台数） 
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denseOpticalFlow により検出することに成功

し（論文投稿準備中）、農地での有害動物検

出への応用を検討中である。論文投稿予定の

ために本稿では図を示さないが、高所カメラ

による煙（火災）自動探知の画像処理も進ん

でいる[7]。 

また、海外連携においても当プロジェクト

により蓄積された画像処理が、夜空の画像処

理や地滑りなどの災害モニタリング研究で利

用された[3, 4, 5, 6]。 

④ 時空間データ GIS プラットフォームを活用し

た大規模分散協調型可視化（新規） 

2021 年度の新規提案として、ウィズコロ

ナ・ポストコロナ時代に対応した協働的なビ

ックデータの分析・可視化環境を実現するた

め、現時点で調達可能な既製品を組み合わ

せ、ローコストかつバーサタイル（多用途・

多目的）なタイルドディスプレイの試作・評

価を行った。制御ソフトウェアは、理化学研

究所計算科学研究センターが開発し、NICT お

よび九州大学が継続開発しているオープンソ

ースソフトウェア[8]のスケーラブルディス

プレイシステム ChOWDER をベースに応用開発

し、超高解像度分析・可視化環境での実用性

を検証する。 

当初計画では、タイルドディスプレイ製作

し、架台ごとに別拠点に置くことで超高解像

度コンテンツの２拠点同期表示を行う予定で

あったが、長引くコロナ禍において他拠点へ

の移設は実現しなかった。しかし、千葉大と

九州大には ChOWDER が利用可能なタイルドデ

ィスプレイが設置されており、これらと NICT

設置のタイルドディスプレイ装置を L2VPN 上

の ChOWDER サーバ（京都大設置）で結んだ３

拠点において、ひまわりリアルタイム Web の

最高解像度画像（5,500×5,500 ピクセル）を

全拠点で共有表示し、操作用 PC 上の ChOWDER

用 Web アプリで、表示画像の時刻歴操作を行

う実験を行った（図１４）。図中の各拠点タ

 

 
図１３ （上図）宮城県加美農業高校牛舎モニタリング Web（10

分おきに 30 秒の動画像を閲覧できる）：（下図）出産時の目の動

き検出（denseOpticalFlow による） 

  
図１４ ChOWDER 共有分散実験：ひまわりリアルタイム Web を 3 拠点で同期可視化 
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イルドディスプレイに表示された２つの画像

は同一時刻を表示しており、操作用 PC 上の

Web アプリで一方の時刻を変更すると、他方

も追随する。実験では１日分の時刻変化を操

作し、全拠点のタイルドディスプレイ上でも

その操作に同期して表示されることを確認し

た。異なるタイル構成・解像度のタイルドデ

ィスプレイ間でのコンテンツ共有表示は

ChOWDER 独自機能であり、本利用事例は、旧

来のタイルドディスプレイのように一箇所に

研究者が集まり、画面を見ながら議論するよ

うな利用方法にとらわれないポストコロナ時

代に適応したタイルドディスプレイの利用方

法を示すものである。 

6. 今年度の進捗状況と今後の展望 

2021 年度計画は目標をおおむね達成し、そ

の成果をもとに 2022 年度継続申請を行っ

た。2022 年度はリソース要求を含めておおむ

ね採択されており、基盤技術開発は最終段階

に入り、テーマの主題は JHPCN 広域分散クラ

ウドによるこれまでにない学術研究成果の達

成に重点を移す。とくに広域分散クラウドの

特性を生かした研究テーマに積極的に取り組

む。 
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